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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第150期

第３四半期累計期間
第151期

第３四半期累計期間
第150期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 7,853 8,965 10,621

経常利益 （百万円） 481 719 715

四半期（当期）純利益 （百万円） 302 451 423

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 800 803 800

発行済株式総数 （千株） 16,009 16,043 16,009

純資産額 （百万円） 10,393 11,037 10,749

総資産額 （百万円） 17,774 18,595 17,919

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 18.97 28.27 26.53

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 18.84 28.07 26.34

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 58.4 59.3 59.9

 

回次
第150期

第３四半期会計期間
第151期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.59 6.56

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載して

おりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気回復を続けてまいりましたが、新興国・資源国経済

の減速の影響を受け、輸出や生産面が横ばい圏内の動きとなるなど、先行き不透明な状況にあります。

世界経済においては、米国や欧州経済は緩やかな回復を続けておりますが、新興国経済は中国での調整の影響な

どから全体として減速した状態が続き、資源国では厳しい経済情勢が続いております。

当社の関わる海運・造船業界におきましては、大手造船所では2020年を超える受注速報が報じられていますが、

２度にわたる国際ルールの改正による駆け込み的要素が強く船価の改善には全く至っていない状況です。本格的な

回復の兆しが見えにくかった内航造船業界もようやく2017年後半までの船台は埋まりました。当社が主力とする内

航499G/T型貨物船においては特にその荷動きが悪く、建造許可も出にくい状況です。国内石油元売りの統合に伴う

荷主の大型統合もあり内航タンカー業界も停滞しています。しかしながら、石炭火力発電に係る石炭灰専用船およ

び東京オリンピックを期待するセメント運搬船・砂利運搬船は引合いが継続しております。海外案件は円安を背景

に東アジアを中心に引合いが継続しておりますが、価格面においては中国・韓国製品と競合しており厳しい状況に

あります。

このような企業環境のもと、当第３四半期累計期間の業績につきましては、受注高は、主機関・部分品とも増加

し前年同期比10.1％増の8,579百万円となりました。売上高は、主機関・部分品とも増加し同14.2％増の8,965百万

円となりました。受注残高は、主機関販売高に受注が見合わず同13.7％減の3,544百万円となりました。

損益面につきましては、主機関・部分品とも売上が増加、資材価格の上昇や経費の増加等によるコストアップを

短納期案件の受注による操業度アップによりカバーした結果、営業利益は728百万円（前年同期比54.3％増）、経

常利益は719百万円（同49.6％増）、四半期純利益は451百万円（同49.2％増）となり、前年同期に比べ増収増益と

なりました。

事業区分別では、主機関の売上高は、輸出が増加し5,406百万円（前年同期比13.5％増）となりました。部分

品・修理工事は国内輸出とも増加し3,558百万円（同15.1％増）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、149,722千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,043,000 16,043,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 16,043,000 16,043,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 16,043,000 － 803,141 － 44,967

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      42,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,916,000 15,916 －

単元未満株式 普通株式      85,000 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           16,043,000 － －

総株主の議決権 － 15,916 －

（注）「単元未満株式」の株式数欄には当社所有の自己株式413株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

阪神内燃機工業株式会社
神戸市中央区海岸通８ 42,000 － 42,000 0.26

計 － 42,000 － 42,000 0.26

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,175,246 3,582,994

受取手形及び売掛金 2,994,061 ※１ 3,287,912

製品 405,010 453,238

仕掛品 1,155,716 1,251,945

原材料及び貯蔵品 887,576 916,415

その他 306,792 293,318

貸倒引当金 △2,200 △2,400

流動資産合計 8,922,203 9,783,425

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,162,286 1,133,525

構築物（純額） 180,346 180,378

機械及び装置（純額） 520,981 432,431

車両運搬具（純額） 2,429 4,439

工具、器具及び備品（純額） 156,239 144,575

土地 5,817,871 5,817,871

建設仮勘定 2,366 37,245

有形固定資産合計 7,842,521 7,750,467

無形固定資産 31,334 30,602

投資その他の資産   

投資有価証券 957,436 823,026

その他 200,880 243,177

貸倒引当金 △34,800 △34,800

投資その他の資産合計 1,123,517 1,031,403

固定資産合計 8,997,373 8,812,473

資産合計 17,919,576 18,595,899

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,315,501 ※１ 2,925,818

1年内償還予定の社債 160,000 90,000

1年内返済予定の長期借入金 139,432 31,861

未払法人税等 138,982 121,703

前受金 712,105 815,547

賞与引当金 157,000 84,900

製品保証引当金 21,900 19,700

受注損失引当金 89,500 75,200

その他 715,221 655,638

流動負債合計 4,449,643 4,820,369
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 1,553,752 1,552,306

退職給付引当金 935,706 957,413

その他 230,710 227,869

固定負債合計 2,720,169 2,737,590

負債合計 7,169,812 7,557,960

純資産の部   

株主資本   

資本金 800,598 803,141

資本剰余金 42,424 44,967

利益剰余金 6,225,665 6,597,752

自己株式 △10,806 △11,226

株主資本合計 7,057,882 7,434,634

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 409,449 319,444

土地再評価差額金 3,264,084 3,265,529

評価・換算差額等合計 3,673,533 3,584,973

新株予約権 18,348 18,331

純資産合計 10,749,763 11,037,939

負債純資産合計 17,919,576 18,595,899
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 7,853,383 8,965,052

売上原価 5,985,503 6,557,251

売上総利益 1,867,880 2,407,800

販売費及び一般管理費 1,396,142 1,679,682

営業利益 471,737 728,117

営業外収益   

受取利息 1,701 1,980

受取配当金 6,479 8,047

その他 12,139 13,589

営業外収益合計 20,320 23,617

営業外費用   

支払利息 5,762 2,053

和解関連費用 － 22,526

その他 5,263 7,467

営業外費用合計 11,026 32,047

経常利益 481,031 719,688

特別損失   

固定資産処分損 3,098 378

投資有価証券評価損 － 2,385

特別損失合計 3,098 2,764

税引前四半期純利益 477,932 716,924

法人税等 175,000 265,000

四半期純利益 302,932 451,924
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１ 四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計

期間末日残高に含まれております。

 前事業年度 当第３四半期会計期間

 （平成27年３月31日） （平成27年12月31日）

受取手形 －千円 188,711千円

支払手形 － 130,716

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 314,218千円 300,117千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 63,872 4.0 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月13日

取締役会
普通株式 79,837 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月９日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は舶用機関関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 18円97銭 28円27銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 302,932 451,924

普通株主に帰属しない金額（千円）   

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 302,932 451,924

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,967 15,987

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 18円84銭 28円07銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 111 110

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月２日

阪神内燃機工業株式会社

 取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村 幸彦   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢倉 幸裕   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている阪神内燃機工業
株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第151期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日か
ら平成27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、阪神内燃機工業株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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